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都市計画区域 【H23-16】

　都市計画法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。
1．都市計画区域は、市又は人口、就業者数その他の要件に該当する町村の
中心の市街地を含み、かつ、自然的及び社会的条件並びに人口、土地利
用、交通量その他の現況及び推移を勘案して、一体の都市として総合的に
整備し、開発し、及び保全する必要がある区域を当該市町村の区域の区域
内に限り指定するものとされている。

2．準都市計画区域については、都市計画に、高度地区を定めることはでき
るが、高度利用地区を定めることができないものとされている。

3．都市計画区域については、区域内のすべての区域において、都市計画
に、用途地域を定めるとともに、その他の地域地区で必要なものを定める
ものとされている。

4．都市計画区域については、無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を
図るため、都市計画に必ず市街化区域と市街化調整区域との区分を定めな
ければならない。
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地域地区 【H15-17】

　都市計画法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。
1．高層住居誘導地区は、住居と住居以外の用途とを適正に配分し、利便性
の高い高層住宅の建設を誘導するため定める地区である。

2．第一種住居地域は、低層住宅に係る良好な住居の環境を保護するため定
める地域であり、第二種住居地域は、中高層住宅に係る良好な住居の環境
を保護するため定める地域である。

3．高度利用地区は、用途地域内において市街地の環境を維持し、又は土地
利用の増進を図るため、建築物の高さの最高限度又は最低限度を定める地
区である。

4．地区計画は、市街地の整備改善を図るため街区の整備又は造成が行われ
る地区について、その地区内における建築物の容積率並びに建築物の高さ
の最高限度及び壁面の位置の制限を定める計画である。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
①　高層住居誘導地区は、住居と住居以外の用途を適正に配分し、利便性
の高い高層住宅の建設を誘導するため、第一種中高層住居専用地域、第
二種中高層住居専用地域等において定められる地区をいう。
②　特例容積率適用地区は、未利用となっている建築物の容積の活用を促
進して土地の高度利用を図るために定める地区であり、準都市計画区域
においても指定することができる。
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都市計画制限・地区計画 【H20-18】

　都市計画法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。
1．都市計画施設の区域又は市街地開発事業の施行区域内において建築物の
建築をしようとする者は、行為の種類、場所及び設計又は施行方法を都道
府県知事に届け出なければならない。

2．都市計画事業の認可の告示があった後、当該認可に係る事業地内におい
て当該事業の施行の障害となるおそれがある土地の形質の変更、建築物の
建築、工作物の建設を行おうとする者は、当該事業の施行者の同意を得
て、当該行為をすることができる。

3．都市計画事業の認可の告示があった後、当該認可に係る事業地内の土地
建物等を有償で譲り渡した者は、当該譲渡の後速やかに、譲渡価格、譲渡
の相手方その他の事項を当該事業の施行者に届け出なければならない。

4．市町村長は、地区整備計画が定められた地区計画の区域内において、地
区計画に適合しない行為の届出があった場合には、届出をした者に対し
て、届出に係る行為に関し設計の変更その他の必要な措置をとることを勧
告することができる。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
①　市街地開発事業の施行地区内においては、非常災害のために必要な応
急措置として行う建築物の建築であっても、都道府県知事等の許可を受
けなければならない。
②　地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められている区域内におい
て、土地の区画形質の変更又は建築物の建築を行おうとする者は、当該
行為に着手した後、遅滞なく、行為の種類、場所及び設計又は施行方法
を市町村長に届け出なければならない。
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開発許可の要否 【H24-17】

　次の記述のうち、都市計画法による許可を受ける必要のある開発行為の組
合せとして、正しいものはどれか。ただし、許可を要する開発行為の面積に
ついては、条例による定めはないものとする。
　ア 　市街化調整区域において、図書館法に規定する図書館の建築の用に供

する目的で行われる3,000㎡の開発行為
　イ 　準都市計画区域において、医療法に規定する病院の建築の用に供する

目的で行われる4,000㎡の開発行為
　ウ 　市街化区域内において、農業を営む者の居住の用に供する建築物の建

築の用に供する目的で行われる1,500㎡の開発行為
1．ア、イ
2．ア、ウ
3．イ、ウ
4．ア、イ、ウ
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開発許可の申請手続き 【H23-17】

　都市計画法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。なお、この問
における都道府県知事とは、地方自治法に基づく指定都市、中核市及び特例
市にあってはその長をいうものとする。
1．開発許可を申請しようとする者は、あらかじめ、開発行為に関係がある
公共施設の管理者と協議しなければならないが、常にその同意を得ること
を求められるものではない。

2．市街化調整区域内において生産される農産物の貯蔵に必要な建築物の建
築を目的とする当該市街化調整区域内における土地の区画形質の変更は、
都道府県知事の許可を受けなくてよい。

3．都市計画法第33条に関する開発許可の基準のうち、排水施設の構造及び
能力についての基準は、主として自己の居住の用に供する住宅の建築の用
に供する目的で行う開発行為に対しては適用されない。

4．非常災害のため必要な応急措置として行う開発行為は、当該開発行為が
市街化調整区域内において行われるものであっても都道府県知事の許可を
受けなくてよい。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
市街化調整区域における農産物の加工に必要な建築物の建築を目的とし
た500㎡の土地の区画形質の変更には、常に開発許可が不要である。
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単体規定 【H12-22】

　次の記述のうち、建築基準法の規定によれば、正しいものはどれか。
1．住宅は、敷地の周囲の状況によってやむを得ない場合を除き、その1以
上の居室の開口部が日照を受けることができるものでなければならない。

2．高さ25ｍの建築物には、周囲の状況によって安全上支障がない場合を除
き、有効に避雷設備を設けなければならない。

3．高さ25ｍの建築物には、安全上支障がない場合を除き、非常用の昇降機
を設けなければならない。

4．延べ面積が2,000㎡の準耐火建築物は、防火上有効な構造の防火壁によ
って有効に区画し、かつ、各区画の床面積の合計をそれぞれ500㎡以内と
しなければならない。
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建築確認 【H22-18】

　3階建て、延べ面積600㎡、高さ10ｍの建築物に関する次の記述のうち、
建築基準法の規定によれば、正しいものはどれか。
1．当該建築物が木造であり、都市計画区域外に建築する場合は、確認済証
の交付を受けなくとも、その建築工事に着手することができる。

2．用途が事務所である当該建築物の用途を変更して共同住宅にする場合
は、確認を受ける必要はない。

3．当該建築物には、有効に避雷設備を設けなければならない。
4．用途が共同住宅である当該建築物の工事を行う場合において、2階の床
及びこれを支持するはりに鉄筋を配置する工事を終えたときは、中間検査
を受ける必要がある。

7



109

接道義務 【H18-21】

　建築基準法（以下この問において「法」という。）に関する次の記述のう
ち、正しいものはどれか。
1．法第3章の規定が適用されるに至った際、現に建築物が立ち並んでいる
幅員4ｍ未満の道路法による道路は、特定行政庁の指定がなくても法上の
道路とみなされる。

2．法第42条第2項の規定により道路の境界線とみなされる線と道との間の
部分の敷地が私有地である場合は、敷地面積に算入される。

3．法第42条第2項の規定により道路とみなされた道は、実際は幅員が4ｍ
未満であるが、建築物が当該道路に接道している場合には、法52条第2項
の規定による前面道路の幅員による容積率の制限を受ける。

4．敷地が法第42条に規定する道路に2ｍ以上接道していなくても、特定行
政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めて利害関係者
の同意を得て許可した場合には、建築物を建築してもよい。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
地方公共団体は、土地の状況等により必要な場合は、建築物の敷地と道
路との関係について建築基準法に規定された制限を、条例で緩和すること
ができる。
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用途規制 【H22-19】

　建築物の用途規制に関する次の記述のうち、建築基準法の規定によれば、
誤っているものはどれか。ただし、用途地域以外の地域地区等の指定及び特
定行政庁の許可は考慮しないものとする。
1．建築物の敷地が工業地域と工業専用地域にわたる場合において、当該敷
地の過半が工業地域内であるときは、共同住宅を建築することができる。

2．準住居地域内においては、原動機を使用する自動車修理工場で作業場の
床面積の合計が150㎡を超えないものを建築することができる。

3．近隣商業地域内において映画館を建築する場合は、客席の部分の床面積
の合計が200㎡未満となるようにしなければならない。

4．第一種低層住居専用地域内においては、高等学校を建築することはでき
るが、高等専門学校を建築することはできない。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
店舗の用途に供する建築物で当該用途に供する部分の床面積の合計が
20,000㎡であるものは、準工業地域においては建築することができるが、
工業地域においては建築することができない。
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容積率 【H17-22改】

　建築基準法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。
1．建築物の容積率の制限は、都市計画において定められた数値によるもの
と、建築物の前面道路の幅員に一定の数値を乗じて得た数値によるものが
あるが、前面道路の幅員が12ｍ未満である場合には、当該建築物の容積率
は、都市計画において定められた容積率以下でなければならない。

2．建築物の前面道路の幅員に一定の数値を乗じて得た数値による容積率の
制限について、前面道路が二つ以上ある場合には、それぞれの前面道路の
幅員に応じて容積率を算定し、そのうち最も低い数値とする。

3．建築物の敷地が都市計画に定められた計画道路（建築基準法第42条第1
項第4号に該当するものを除く。）に接する場合において、特定行政庁が
交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めて許可した建築物に
ついては、当該計画道路を前面道路とみなして容積率を算定する。

4．用途地域の指定のない区域内に存する建築物の容積率は、特定行政庁が
土地利用の状況等を考慮し、都市計画において定められた数値以下でなけ
ればならない。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
容積率を算定する上では、共同住宅の共用の廊下及び階段部分は、当該
共同住宅の延べ面積の3分の1を限度として、当該共同住宅の延べ面積に
算入しない。
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高さ規制 【H18-22】

　建築基準法（以下この問において「法」という。）に関する次の記述のう
ち、正しいものはどれか。
1．第二種中高層住居専用地域内における建築物については、法第56条第1
項第3号の規定による北側斜線制限は適用されない。

2．第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域内における建築物
については、法第56条第1項第2号の規定による隣地斜線制限が適用され
る。

3．隣地境界線上で確保される採光、通風等と同程度以上の採光、通風等が
当該位置において確保されるものとして一定の基準に適合する建築物につ
いては、法第56条第1項第2号の規定による隣地斜線制限は適用されな
い。

4．法第56条の2第1項の規定による日影規制の対象区域は地方公共団体が
条例で指定することとされているが、商業地域、工業地域及び工業専用地
域においては、日影規制の対象区域として指定することができない。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
建築物が第一種中高層住居専用地域と第二種住居地域にわたる場合で、
当該建築物の敷地の過半が第二種住居地域内に存するときは、当該建築物
に対して法第56条第1項第3号の規定による北側高さ制限は適用されな
い。
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防火規制 【H23-18】

　建築法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。
1．建築物が防火地域及び準防火地域にわたる場合、原則として、当該建築
物の全部について防火地域内の建築物に関する規定が適用される。

2．防火地域内においては、3階建て、延べ面積が200㎡の住宅は耐火建築
物又は準耐火建築物としなければならない。

3．防火地域内において建築物の屋上に看板を設ける場合には、その主要な
部分を難燃材料で造り、又はおおわなければならない。

4．防火地域にある建築物は、外壁が耐火構造であっても、その外壁を隣地
境界線に接して設けることはできない。
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〈こんな選択肢も出たことがある〉
準防火地域内においては、延べ面積が2,000㎡の共同住宅は準耐火建築
物としなければならない。
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国土利用計画法 【H21-15】

　国土利用計画法第23条の都道府県知事への届出（以下この問において「事
後届出」という。）に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。
1．宅地建物取引業者Ａが都市計画区域外の10,000㎡の土地を時効取得した
場合、Ａは、その日から起算して2週間以内に事後届出を行わなければな
らない。

2．宅地建物取引業者Ｂが行った事後届出に係る土地の利用目的について、
都道府県知事が適正かつ合理的な土地利用を図るために必要な助言をした
場合、Ｂがその助言に従わないときは、当該知事は、その旨及び助言の内
容を公表しなければならない。

3．宅地建物取引業者Ｃが所有する市街化調整区域内の6,000㎡の土地につ
いて、宅地建物取引業者Ｄが購入する旨の予約をした場合、Ｄは当該予約
をした日から起算して2週間以内に事後届出を行わなければならない。

4．宅地建物取引業者Ｅが所有する都市計画区域外の13,000㎡の土地につい
て、4,000㎡を宅地建物取引業者Ｆに、9,000㎡を宅地建物取引業者Ｇに売
却する契約を締結した場合、Ｆ及びＧはそれぞれ、その契約を締結した日
から起算して2週間以内に事後届出を行わなければならない。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
事後届出が必要な土地売買等の契約により権利取得者となった者が事後
届出を行わなかった場合には、都道府県知事から当該届出を行うよう勧告
されるが、罰則の適用はない。
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農地法 【H24-22】

　農地法（以下この問において「法」という。）に関する次の記述のうち、
誤っているものはどれか。
1．登記簿上の地目が山林となっている土地であっても、現に耕作の目的に
供されている場合には、法に規定する農地に該当する。

2．法第3条第1項又は第5条第1項の許可が必要な農地の売買について、
これらの許可を受けずに売買契約を締結しても、その所有権は移転しない。
3．市街化区域内の農地について、あらかじめ農業委員会に届け出てその所
有者が自ら駐車場に転用する場合には、法第4条第1項の許可を受ける必
要はない。

4．砂利採取法による認可を受けた砂利採取計画に従って砂利を採取するた
めに農地を一時的に貸し付ける場合には、法第5条第1項の許可を受ける
必要はない。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
①　相続により農地を取得する場合は、法第3条第1項の許可を要しない
が、遺産の分割により農地を取得する場合は、同項の許可を受ける必要
がある。
②　会社の代表者が、その会社の業務に関し、農地法の規定に違反して転
用行為をした場合は、その代表者が罰せられるのみならず、その会社も
1億円以下の罰金刑が科せられる。
③　賃貸借の存続期間については、民法上は20年を超えることができない
こととされているが、農地の賃貸借については、50年までの存続期間が
認められる。
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土地区画整理法；施行者 【H21-21】

　土地区画整理法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。
1．土地区画整理事業の施行者は、換地処分を行う前において、換地計画に
基づき換地処分を行うため必要がある場合においては、施行地区内の宅地
について仮換地を指定することができる。

2．仮換地が指定された場合においては、従前の宅地について権原に基づき
使用し、又は収益することができる者は、仮換地の指定の効力発生の日か
ら換地処分の公告がある日まで、仮換地について、従前の宅地について有
する権利の内容である使用又は収益と同じ使用又は収益をすることができ
る。

3．土地区画整理事業の施行者は、施行地区内の宅地について換地処分を行
うため、換地計画を定めなければならない。この場合において、当該施行
者が土地区画整理組合であるときは、その換地計画について都道府県知事
及び市町村長の認可を受けなければならない。

4．換地処分の公告があった場合においては、換地計画において定められた
換地は、その公告があった日の翌日から従前の宅地とみなされ、換地計画
において換地を定めなかった従前の宅地について存する権利は、その公告
があった日が終了した時において消滅する。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
施行地区内の宅地について存する地役権は、行使する利益がなくなった
場合を除き、換地処分に係る公告があった日の翌日以後においても、なお
従前の宅地の上に存する。
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土地区画整理組合 【Ｈ24-21】

　土地区画整理法における土地区画整理組合に関する次の記述のうち、誤っ
ているものはどれか。
1．土地区画整理組合は、総会の議決により解散しようとする場合におい
て、その解散について、認可権者の認可を受けなければならない。

2．土地区画整理組合は、土地区画整理事業について都市計画に定められた
施行区域外において、土地区画整理事業を施行することはできない。

3．土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業の換地計画においては、
土地区画整理事業の施行の費用に充てるため、一定の土地を換地として定
めないで、その土地を保留地として定めることができる。

4．土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業に係る施行地区内の宅地
について所有権又は借地権を有する者は、すべてその組合の組合員とする。
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宅地造成等規制法 【H16-23改】

　宅地造成等規制法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。な
お、この問における都道府県知事とは、地方自治法に基づく指定都市、中核
市、特例市にあっては、その長をいうものとする。
1．宅地を宅地以外の土地にするために行う土地の形質の変更は、宅地造成
に該当しない。

2．都道府県知事は、宅地造成工事規制区域内において行われる宅地造成に
関する工事についての許可に、当該工事の施行に伴う災害の防止その他良
好な都市環境の形成のために必要と認める場合にあっては、条件を付する
ことができる。

3．宅地以外の土地を宅地にするための切土であって、当該切土を行う土地
の面積が400㎡であり、かつ、高さが1ｍの崖を生ずることとなる土地の
形質の変更は、宅地造成に該当しない。

4．宅地以外の土地を宅地にするための盛土であって、当該盛土を行う土地
の面積が1,000㎡であり、かつ、高さが80㎝の崖を生ずることとなる土地
の形質の変更は、宅地造成に該当する。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
①　都道府県知事は、宅地造成工事規制区域内の宅地について、宅地造成
に伴う災害の防止のため必要があると認める場合においては、宅地の所
有者に対し、擁壁の設置等の措置をとることを勧告することができる。
②　都道府県知事は、宅地造成工事規制区域内においても、宅地造成に伴
う災害で相当数の居住者に危害を生ずるもの（以下この問において「災
害」という。）の発生のおそれが大きい一団の造成宅地の区域を造成宅
地防災区域に指定することができる。
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その他制限法令 【H25-22】

　次の記述のうち、正しいものはどれか。
１．地すべり等防止法によれば、地すべり防止区域内において、地表水を放
流し、又は停滞させる行為をしようとする者は、一定の場合を除き、市町
村長の許可を受けなければならない。

２．国土利用計画法によれば、甲県が所有する都市計画区域内の7,000㎡の土
地を甲県から買い受けた者は、事後届出を行う必要はない。

３．土壌汚染対策法によれば、形質変更時要届出区域内において土地の形質
の変更をしようとする者は、非常災害のために必要な応急措置として行う
行為であっても、都道府県知事に届け出なければならない。

４．河川法によれば、河川区域内の土地において工作物を新築し、改築し、
又は除却しようとする者は、河川管理者と協議をしなければならない。
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